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令和７年度 事業報告 
令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

 

Ⅰ 協会の状況 

１ 事業の再構築と地域ケアプラザの指定管理更新 

令和７年度は「人材確保・育成」「本部機能の強化」「生産性の向上」「ＤＸの推進」

「選ばれる事業者となるための方策」という協会の事業戦略に基づき、「第４期中期経営

計画」「協会ＤＸロードマップ」に沿って、協会の経営改善や人材育成、ＩＣＴ機器導入

によるペーパーレス化や働き方改革への投資など、着実に事業を進めました。 

21 館の地域ケアプラザは、横浜市の指定管理者公募を経て、全て継続選定されました。

他の複数施設で受託法人の公募辞退がありましたが、協会独自の地域分析(地域アセスメン

ト)を基に作成したそれぞれ提案書は高評価をいただいています。そこで、令和８年度から

始まる新たな指定管理期間に向け、横浜型地域包括ケアシステムの根幹とそれぞれの提案

内容を職員全員が再確認し、事業内容を標準化するための「基本のきプロジェクト」を推

進しました。市民が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、相談・支援機能はもちろん、

交流や情報提供の場として、引き続き質の高いサービスを提供してまいります。 

介護事業所では、保土ケ谷区に巡回型訪問介護事業を、瀬谷区と南区に訪問看護ステー

ションのサテライトを、磯子区に福祉用具センターを、それぞれ新設し、サービスの充実

を図りました。一方、泉区の小規模多機能型居宅介護支援事業所「いずみ中央花みずき」

を廃止し、「ケアマネステーション片倉」を神奈川介護事務所に統合するなど、地域状況

に応じて事業と拠点の見直しを行いました。 

老人ホームでは、近接に協会内の居宅介護支援事業所が立地する新橋ホームの居宅介護

支援事業を休止しました。また、新橋ホームでは収支改善のため福祉医療機構（ＷＡＭ）

の経営診断を実施し、浦舟ホームとともに令和９年度からの指定管理公募に対する準備を

進めました。 

一方、令和７年度は国において、介護職員等の処遇改善や物価上昇対応を目的とした臨

時措置(補正予算)が実施され、通常３年ごとの改定スケジュールを前倒しし、介護保険制

度の異例の期中改定が行われました。介護報酬改定により、訪問・通所・施設系サービス

で新たに処遇改善加算の対象となる区分や上位区分が設定され、従業員の給与改善や離職

防止に直結する内容となっていますが、深刻な人員不足と財源問題を背景に、令和９年度

の次期介護報酬改定はかなり大規模なものになると予想されています。 

 

２ 収支状況 

令和７年度の事業活動資金収支差額は５億 14 百万円となり、令和６年度の４億 15 百万

円と比較して 99百万円の増加となり、予算を超える堅調な決算となりました。 

介護事務所は、全体の収入は前年度比で 34 百万円の減収となりましたが、巡回型訪問介
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護事業の拡大等が滞在型訪問介護の減収を補い、収支差額は６億 74 百万円と概ね予算どお

りとなりました。複数事業所で赤字となっていた訪問看護ステーションが、令和７年３月

期に全ての事業所で黒字を達成したことは、令和８年度の事業進展に明るい兆しとなって

います。 

地域ケアプラザにおいては、認知症デイサービスのお客さま数が延 2,700 人増加したこ

とや、デイサービスでの個別機能訓練の充実や運営日数の見直しなどから、全体の収支差

額は、前年度比で 80百万円増の１億 99百万円となりました。 

老人ホームでは、積極的なＩＣＴ導入による働き方改革や高いベッド稼働率の維持で、

収支差額は 59百万円と、全ての施設で黒字となっています。 

福祉用具事業は磯子区内への新事業所設置もあり収支差額は１億 18 百万円となりました。 

支出面では、人材紹介会社への紹介料支出が 66 百万円と昨年より増えていますが、人材

不足への対応として活用せざるを得ず、令和７年度は管理職経験者を含め 57 人のキャリア

採用につながっています。ＤＸ推進については、補助金を活用した見守りカメラ導入など

介護現場へのＩＣＴ機器の導入のほか、各種情報系システムのクラウド化や人事システム

導入など新たに 50百万円を投資しました。 

また、令和７年度は今後の経営安定化及び施設の維持管理・建て替えに備えて３億 78 百

万円を積み立てるとともに、積立資産のうち、新たに 19 億 16 百万円を横浜市債などを活

用した資産運用に充てました。 

 

３ 人材の確保・育成と人事給与制度の見直し 

令和７年度の新卒採用者数は９人で、若年人口の減少とともに、新卒の獲得は年々困難

となっています。そこで、新卒者をどこに配置してどう育てていくのか、丁寧に議論して

きました。入職から１年が経過しましたがひとりも欠けることなく、各職場で頑張ってい

ることは大きな成果です。今後も入職・離職に伴う職員の声を職場啓発や働き方改革、人

事戦略に生かしていきます。 

一方、紹介会社を介さずに職員を確保するため、広告やホームページの見直し、市民に

向けた介護初任者研修の拡大などを図り、直接応募者も増加しました。また、令和９年度

の外国人材の採用に向けて、インドネシアからの特定技能人材の受入れ準備を進めました。 

一方、入職及び離職防止のインセンティブにもなる職員給与については、令和６年度介

護報酬改定を受けたベースアップを実施。年度途中に更なる処遇改善加算が決定されたこ

とから、令和８年４月の実施に向けて職員の更なる給与改善と、現場を支えるパートの賃

金単価の引き上げ、一時金の増額について検討を進めました。 

人材育成においては、新たに導入した評価制度の定着を図るとともに、お客さまからの

ご意見・苦情のうち「職員の接遇」に関するご意見が増えていたため、令和７年度は「接

遇研修」と、実践的な対応力の向上をめざした「カスタマーハラスメント対応研修」を実

施しました。また、協会の腰痛予防などの取組が評価され、「健康経営クラスＡＡＡ
トリプルエー

」を

取得しました。 
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４ ＤＸの推進について 

協会では、業務の効率化及び顧客サービス向上を目的に、数年前よりＤＸに積極的に取

り組んでいます。令和７年度はデータセンターのクラウド化及びグループウェアのリニュ

ーアルを行うとともに、人事管理システムの安定稼働と勤怠管理システムの試験導入を進

めました。令和９年度の給与システムの導入に向け、既存システムやデバイスの管理を含

めて準備を進めています。 

老人ホームでは見守りカメラ、インカム、音声入力ＡＩアプリなどの機器を積極的に導

入した結果、浦舟ホームでは職員の超過勤務時間が前年より 37％、855 時間削減され、老

人ホーム全体の離職率も大きく改善しています。 
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Ⅱ 事業報告 

１ 地域介護事務所 

 

□ 新規事業所開設と事務所移転 

令和７年 10 月、保土ケ谷区に巡回型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜

間対応型訪問介護の事業所「訪問介護看護ほどがや」を新規に開設しました。令和８年

１月には南区と瀬谷区にそれぞれ「訪問看護ステーションこうなんサテライト南」、

「訪問看護ステーションあさひサテライト瀬谷」を設置しました。 

令和７年６月、事務所、駐車場の賃借料を軽減するため、「訪問看護ステーションつる

み」を新鶴見ホーム内に移転、令和７年７月、事業規模拡大に伴い、ヘルパーステーシ

ョン磯子を東町から区役所及び磯子地域ケアプラザへのアクセスのよい磯子３丁目に移

転しました。また、「訪問看護ステーションいずみ」、「訪問介護看護いずみ」を令和

７年６月に廃止した小規模多機能型居宅介護事業所「いずみ中央花みずき」跡地に移転

しました。 

 

□ 特定事業所加算取得への取組 

令和７年度下期より、準備のできた事業所から段階的に訪問介護の特定事業所加算Ⅰの

取得を行い、令和８年３月までに全ての訪問介護事業所で加算の届出を行いました。ま

た、居宅介護支援事業所において、医療と介護の連携に継続的に取り組んだ結果、６事

業所において令和８年度より特定事業所医療介護連携加算を取得することになりました。 

 

（１）訪問介護事業 

 

ア 介護保険 

訪問介護 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 2,584人 31,005 人 2,722 人 32,672 人 

利 用 時 間 27,310時間 327,715時間 30,039 時間 360,475時間 

 

イ 介護予防・日常生活支援総合事業 

横浜市訪問介護

相当サービス 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 1,256人 15,071 人 1,325 人 15,903 人 

利 用 時 間 5,984時間 71,804 時間 6,390 時間 76,691 時間 

 

ウ 障害者総合支援 

居宅介護 

移動支援 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 796人 9,553 人 864 人 10,369 人 

利 用 時 間 8,932時間 107,189時間 9,816 時間 117,794時間 
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エ 自主事業 

はーと・さぽーと 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 188人 2,260 人 219 人 2,629 人 

利 用 時 間 480時間 5,764 時間 528 時間 6,338 時間 

 

（２）訪問看護事業 

 

ア 介護保険 

訪問看護 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 857人 10,278 人 741 人 8,892 人 

利 用 回 数 5,104時間 61,246 時間 4,320 時間 51,842 時間 

 

介護予防 

訪問看護 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 111人 1,332 人 107 人 1,287 人 

利 用 回 数 394時間 4,730 時間 377 時間 4,529 時間 

 

イ 医療保険 

訪問看護 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 332人 3,978 人 299 人 3,599 人 

利 用 回 数 2,524回 30,283 回 2,258 回 27,105 回 

 

ウ 自主事業 

 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

ちゅーりっぷ・ 

ナースさぽーと 

お客さま数 4人 43人 4人 43人 

利 用 回 数 5回 60回 4回 47回 

ちゅーりっぷ・ 

リハさぽーと 

お客さま数 7人 82人 5人 62人 

利 用 回 数 34回 405 回 19回 224 回 
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（３）地域密着型サービス事業 

 

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 120 人 1,436 人 117 人 1,410 人 

 

イ 夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

お客さま数 220 人 2,641 人 206 人 2,480 人 

 

ウ 地域密着型通所介護 

地域密着型通所介護 令和７年度 令和６年度 

年間利用延人数 3,754 人 3,778 人 

 

エ 介護予防・日常生活支援総合事業 

横浜市通所介護相当サービス 令和７年度 令和６年度 

年間利用延人数 236 人 286 人 

 

（４）居宅介護支援事業 

 

項  目 令和７年度 令和６年度 

居宅介護支援 45,351 件 46,332 件 

介護予防支援（委託） 8,096 件 8,254 件 

介護予防ケアマネジメント（委託） 5,207 件 5,842 件 

要介護認定調査 1,447 件 1,301 件 
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２ 地域ケアプラザ 

 

□ 地域ケアプラザ指定管理の選定 

令和６年度から準備を進めてきた第５期指定管理期間（令和８年４月１日～令和 13 年３

月 31 日）への指定管理者応募について、そのまちの特色を踏まえ、地域ニーズに合った

事業を提案し、引き続き横浜市最多の地域ケアプラザ 21 館の指定管理者として選定され

ました。 

 

□ 第５期指定管理期間（令和８年４月１日～令和 13 年３月 31日）に向けての取組 

業務の標準化を目標に「基本のきプロジェクト」を立ち上げ、各職種の事業方針とその

実践の業務ステップをまとめました。また、デイサービス（通所介護・認知症対応型通

所介護サービス）においては業務状況を分析し、送迎方法の見直し等業務を効率化させ

る取組を行いました。その結果、令和６年度よりも収支を改善することができました。 

 

□ 地域包括支援センター事業 

令和７年度は令和６年度と比較して相談件数が減少しています。医療機関からの相談は、

従来地域包括支援センターを経由していたものが、最近では直接居宅介護支援事業所等

へ相談する傾向にあります。また、地域包括支援センター３職種（保健師職等・社会福

祉士・主任介護支援専門員）の欠員補充が難航し、訪問件数に影響が出ました。 

 

□ 介護予防支援事業 

居宅介護支援事業所が介護予防ケアプランの受託を敬遠傾向にあること、地域包括支援

センターの職員及び予防プランナーが直接作成する件数を協会内で明確にしたこともあ

り増加しました。 

 

□ 居宅介護支援事業 

居宅介護支援事業は、ケアマネジャーの確保が非常に厳しく一部の事業所では退職者の

後任がすぐに配置できず、受け持ち件数の確保が厳しい状況や特定事業所加算の取得が

できなくなる状況にあります。全体的に要支援の方の相談が増加しているため、介護予

防支援、介護予防ケアマネジメントの件数は増加しました。 

 

□ デイサービス事業 

一部のケアプラザで営業日の見直しを行ったため、デイサービス全体のお客さま数は減

少しました。機能訓練に特化した短時間デイサービスにお客さまが流れがちな傾向はあ

りますが、長時間のサービスを必要とするお客さまからの支持や地域ケアプラザ内のデ

イサービスとして地域や専門機関との連携、また法人のエリア連携が図られている事業

所ではお客さま数が伸びています。 
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（１）地域包括支援センター事業 

 

福祉総合相談窓口 令和７年度 令和６年度 

相談件数 37,478 件 38,918 件 

訪問件数 4,280 件 4,654 件 

介護予防ケアプラン件数 62,402 件 61,354 件 

 
直営分 22,587 件 21,589 件 

委託分 39,815 件 39,765 件 

 

（２）居宅介護支援事業 

 

項  目 令和７年度 令和６年度 

居宅介護支援 30,281 件 31,538 件 

介護予防支援（委託） 2,472 件 2,318 件 

介護予防ケアマネジメント（委託） 1,393 件 1,239 件 

要介護認定調査 1,037 件 982 件 

 

（３）一般デイサービス事業 

 

通所介護 令和７年度 令和６年度 

年間利用延人数 141,253人 145,107人 

 

横浜市通所介護相当サービス 令和７年度 令和６年度 

年間利用延人数 13,115 人 14,353 人 

 

（４）認知デイサービス事業 

 

認知症対応型通所介護 令和７年度 令和６年度 

年間利用延人数 42,867 人 40,126 人 

 

（５）生活援助員派遣事業 

 

新栄地域ケアプラザ 令和７年度 令和６年度 

見守り登録世帯数 151 世帯 149 世帯 
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３ 老人ホーム 

 

□ ＤＸの推進 

令和７年度は新鶴見ホームでミストシャワーによる最新型の浴槽「美浴
び あ み

（ｖｉａｍｉ）」

を導入し、お客さまの満足度の向上と職員の負担の軽減の両立を図りました。また浦舟

ホームでは排泄予測機器「ＤＦｒｅｅ（ディーフリー）」やコミュニケーションロボッ

ト「ＬＯＶＯＴ（ラボット）」を導入に向けて試用しました。これらは、排泄時間を把

握しトイレ誘導ができた、会話や表情が増加した等の効果が見込まれたため令和８年度

から導入します。新橋ホームでは、安全性向上と職員の負担軽減のため、プライバシー

に配慮した「居室見守りセンサーカメラ」を浦舟ホームに続いて導入しました。養護老

人ホームでは外部からの侵入防止や入居者の離設防止のためのセンサーカメラを設置し、

センサーが反応した場合は職員のスマホに通知が届くシステムを導入しました。 

令和８年度は、更なるＩＣＴの推進や高機能の福祉用具の導入を進め生産性の向上を図

るとともに、介護職員の業務明確化と役割分担の見直しを行います。これにより介護職

員の負担を軽減することで介護の質の向上を図り、介護職員不足時にも運営に支障の出

ない体制の構築を図ります。 

 

□ 収支改善 

収支については、介護報酬のプラス改定や物価高騰の補助金等の活用でホーム全体では

黒字となっています。令和５年度から令和６年度まで新橋ホームについては赤字基調が

続いていましたが、令和７年度に福祉医療機構（ＷＡＭ）による経営サポートを受け、

収支改善に取り組み、令和７年度黒字化をしました。 

 

□ ショートステイの本入所転換 

浦舟ホームと新橋ホームについては、安定稼働のためショートステイの定員４名を本入

所に転換する計画を市に提出し、認められました。浦舟ホームは令和８年７月から、新

橋ホームでは令和８年 10月から転換予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

シャワー入浴装置 NS5000 

「美浴
び あ み

 viami」 

排泄予測支援機器 

「DFree（ディーフリー）」 

コミュニケーションロボット 

「LOVOT（ラボット）」 
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（１）特別養護老人ホーム（本入所）・短期入所生活介護等 

 

年間ベッド稼働率 令和７年度 令和６年度 

新鶴見ホーム 

 

本 

 

館 

特別養護老人ホーム      【定員 261人】 

97.8％ 98.0％ 
短期入所生活介護・介護予防短期 

入所生活介護         【定員 12 人】 

新 

 

館 

特別養護老人ホーム      【定員 50人】 

99.3％ 99.4％ 
短期入所生活介護・介護予防短期 

入所生活介護         【定員 10人】 

新橋ホーム 

 特別養護老人ホーム              【定員 42人】 

98.2％ 95.6％ 
 短期入所生活介護・介護予防短期 

入所生活介護               【定員  8人】 

浦舟ホーム 

 
特別養護老人ホーム              【定員 74人】 

100.6％ 101.1％ 
 短期入所生活介護・介護予防短期 

入所生活介護               【定員  8人】 

 

（２）居宅介護支援・介護予防支援 

 

年間ケアプラン延件数 令和７年度 令和６年度 

新鶴見ホーム（本館） 

 居宅介護支援 1,179 件 1,209 件 

 介護予防支援 147 件 136 件 

 介護予防ケアマネジメント 57件 73件 

 要介護認定調査 14件 21件 

新橋ホーム 

 居宅介護支援 ― 520 件 

 介護予防支援 ― 337 件 

 介護予防ケアマネジメント ― 100 件 

 要介護認定調査 ― 18件 
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（３）養護老人ホーム（新橋ホーム） 

 

令和７年度に横浜市による大規模修繕が行われ、外壁の修繕や畳の張り替えなどを行

いました。養護老人ホームの入所は区役所の措置入所によって行われています。現在、

養護老人ホームの待機者はゼロで、退所者が出た場合は、定員割れとなる状況です。引

き続き、市や区に新橋ホームのよさをアピールし、入居希望者を増やしていきます。横

浜市の次期介護保険事業計画で養護老人ホームの特定施設入居者生活介護（一般型）が

認められた場合は、指定申請の事務を進めます。 

 

養護老人ホーム 

【定員 50人】 

令和７年度 令和６年度 

96.7％ 
(年間月初在籍率) 

96.0％ 
(年間月初在籍率) 
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４ 小規模多機能型居宅介護 

 

協会唯一の小規模多機能型居宅介護事業所である「いずみ中央花みずき」は、平成 23 年４

月の開所以降、多くのお客さま、地域の皆さまに支えられ事業を継続してきましたが、安定

した人員配置が難しくなってきたことにより、令和７年６月 30 日をもって事業を廃止しまし

た。 
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５ 福祉用具貸与事業・特定福祉用具販売事業 

 

□ 福祉用具センター磯子の開設 

令和７年９月、福祉用具貸与・販売事業の２拠点目としてヘルパーステーション磯子と

同フロアに「福祉用具センター磯子」を新規に開設しました。福祉用具センター磯子で

は、磯子区、金沢区、港南区、栄区を担当しています。 
 

□ 福祉用具の普及活動 

福祉用具センターでは、血管年齢計「メディカル・アナライザー」、足の握力測定・ト

レーニング「ＨＡＪＩＣＨＥＣＫ(ハジチェック)」を購入し、歩行分析ＡＩアプリ「ト

ルト」や野菜摂取量測定機器「ベジチェック」と合わせてショールームや地域ケアプラ

ザ開催のお祭りで、来客の体験利用に活用しました。また、市内の小中学校で車いす体

験教室等を行い、福祉用具の普及活動に努めました。年間を通じて57イベント、約5,000

名の市民に福祉用具等を体験してもらいました。 
 

□ 新たな自費サービスの提供 

インバウンド向けに車いす等自費サービスを新たに実施しました。近隣のホテルや横浜

市観光協会からの依頼に応じて、観光客に車いすのレンタルを開始しました。 
 

（１）福祉用具貸与事業・特定福祉用具販売事業等 
 

福祉用具貸与 
介護予防福祉用具貸与 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

利用延人数 5,833 人 69,992 人 5,474 人 65,695 人 

 

特定福祉用具販売 
特定介護予防福祉用具販売 

令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

件  数 92件 1,104 件 92件 1,109 件 

 
（２）住宅改修事業 
 

住宅改修 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

完工件数 67件 808 件 62件 752 件 

 
（３）収益事業 
 

一般販売 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

件  数 295 件 3,543 件 279 件 3,355 件 

 

自費ベッドレンタル 
令和７年度 令和６年度 

月平均 年 間 月平均 年 間 

件  数 61件 726 件 47件 569 件 
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６ 高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業 

 

高齢者用向け市営住宅等の生活相談室に、生活援助員を定期的に派遣し、安否確認の

お声かけと生活相談を実施しました。入居者からの相談内容に応じて、地域包括支援セ

ンターや区役所などの関係機関と連携を図りました。 

 

□ 横浜市からの委託事業 

協会で委託した警備会社等と生活援助員が連携し、緊急通報システムを運用し緊急時の

対応を行いました。 

令和７年度末までに、高齢者向け優良賃貸住宅の４住宅が、20 年間の契約期間満了のた

め終了となりました。 

（令和８年３月 3１日現在） 

 令和７年度 令和６年度 

対象住宅数 124 棟 

（3,036戸）※ 

128 棟 

（3,170戸）※ 

※戸数は空き部屋含む 

 

□ 自主事業（横浜市以外からの委託事業） 

令和７年度は２棟（栄区・神奈川区）を受託する予定でしたが、栄区の物件は建築予定

がなくなったため、受託は神奈川区の１棟のみとなりました。なお、令和５年度で高齢

者向け地域優良賃貸住宅の募集が終了したことで、今後、新規民間住宅の受託はなくな

りました。住民同士の定期的な交流会を７住宅において実施しました。 

（令和８年３月 3１日現在） 

 令和７年度 令和６年度 

対象住宅数 28棟 

（1,038戸）※ 

27棟 

（964 戸）※ 

※戸数は空き部屋含む 
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７ コンプライアンス 

 

□ カスタマーハラスメント対策の状況 

年度当初にカスタマーハラスメント対応マニュアルを作成し、組織内での対応方針及び

基本的な対応手順の明確化を図り、対応体制の整備を行いました。更に 11 月には管理職

を対象としたカスタマーハラスメント対応研修を実施し、事例を踏まえた対応の考え方

を整理することで、職員の対応力及び判断力の向上を図りました。 

 

□ 監査等の実施状況 

横浜市の所管局、協会の監査法人の監査等を受け、軽微な指摘はあったものの、概ね正

しく処理されているという評価を受けました。 

 令和７年度 令和６年度 

横浜市健康福祉局 実地指導監査 6事業所 6事業所 

横浜市健康福祉局 運営指導 17事業所 34事業所 

会計監査人 監査 5事業所及び本部各課 5事業所及び本部各課 

 

□ 内部監査の実施状況 

「横浜市福祉サービス協会コンプライアンス推進に関する規程」に基づき、法令遵守、

倫理の保持による公正な職務の執行を確保するため、内部監査を実施し、適正かつ円滑

な事業運営及び運営基準の徹底を図りました。 

 令和７年度 令和６年度 

地域介護事務所 － 2事業所 

地域ケアプラザ 5事業所 6事業所 

老人ホーム － 1事業所 

 

□ 個人情報保護規程に基づく個人情報の開示状況 

個人情報保護法を遵守し、お客さまの個人情報の適切な管理を実施しました。介護記録

等についても厳格な取り扱いを徹底し、不適切な開示及び不正利用の防止に努めました。

また、研修や事例共有等を実施し、職員の個人情報の知識及び意識の向上を図りました。 

 令和７年度 令和６年度 

情報開示件数 20件 6件 
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８ 人材確保・育成等 

 

（１）人材確保 

 

□ 令和７年度採用退職状況 

令和７年度の新卒採用者数は９人（福祉総合職６人、事務職３人）、キャリア採用者

数は 103 人でした。令和６年度と比べて新卒採用者数はマイナス 10 名と大幅に減少し

ており、新卒の獲得が年々厳しくなってきています。キャリア採用者数は微増ですが、

人材紹介会社経由での採用者が半数を占める状況が昨年と同様に続いています。退職

者数については令和６年度と比べて微減ですが、人材定着に向けての取組を引き続き

行っていく必要があります。 

ア 職員・パート職員数 

雇用形態 令和７年度 令和６年度 

職員 1,156 人 1,155 人 

パート職員 2,257 人 2,353 人 

合 計 3,413 人 3,508 人 

イ 職員採用者数 

採用対象 令和７年度 令和６年度 

新卒採用者数 9人 19人 

 院卒 0人 0人 

 

大卒・短大卒 9人 17人 

専門卒 0人 2人 

高卒 0人 0人 

キャリア採用者数 103 人 97人 

 人材紹介 50人 49人 

 ホームページ・TEL 41人 38人 

 求人サイト 6人 3人 

 職員紹介 6人 7人 

合 計 112 人 116 人 

ウ 職員退職者数・離職率（管理職、生活援助員、管理栄養士、相談員、特定業務従事者除く） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

退職者 107 人 117 人 

離職率 10.6％ 11.3％ 

エ パート職員採用者数 

区 分 令和７年度 令和６年度 

パート職員採用者数 213 人 250 人 

 うち ホームヘルパー 20人 25人 
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オ パート職員退職者数 

 

区 分 令和７年度 令和６年度 

パート職員採用者数 317 人 361 人 

 うち ホームヘルパー 95人 92人 

 

□ 令和７年度採用活動 

■新卒採用 

新卒採用については、先輩職員のインタビュー動画を就職ナビサイトに掲載するなど、

ＷＥＢを活用した法人のＰＲを積極的に行いました。また、年度を通してＷＥＢ法人

説明会を実施し、年度半ばに就職活動を開始した学生にも介護福祉の業界の魅力を伝

えることで、採用につなげることができました。職場見学や内定者研修を開催するな

ど内定辞退の防止にも取り組みました。 

■中途・障害者雇用 

ハローワークや横浜市福祉事業経営者会が開催する実務者研修や初任者研修の受講生

向けの就職ガイダンスに積極的に参加し、人材の獲得に努めました。また、障害者雇

用についても就労移行支援事業所合同説明会や障害者就職面接会に参加し、採用につ

なげました。 

■外国人材の受け入れ準備 

外国人材の受け入れに向けて、９月にインドネシア、２月に大阪府社会福祉事業団を

視察し、令和９年度からの受け入れについては看護学生のインターンから特定技能の

受け入れを進めるという方向性を固めました。 

■学校訪問等の実績 

 令和７年度 令和６年度 

採用実績校への訪問 2校 2校 

学内説明会への訪問 2校 2校 

 

□ 人材定着に向けた取組 

■職員サポート・離職防止 

プリセプター制度やメンター制度を活用し、新採用職員や異動による職種変更が生じ

た職員をサポートしています。また必要に応じて職員の個別面談を適宜行い、所管課

と連携しながら異動や職種変更など柔軟な対応を行うことで、離職防止に努めました。 

 

■給与制度の見直しと評価制度の改定 

給与制度改正により、新卒者や若年層の給与改善ならび職種間における不均衡を是正

するなど、職員給与のベースアップを実施しました。評価制度については、従来の事

業実績評価に加え、勤務実績評価を導入するなど（令和７年度は課長級以上のみ）、

事業目標の達成状況と能力面を分けて評価する仕組みを整備しました。 
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□ ＤＸ推進の継続 

令和６年度に引き続き、バックオフィス業務のＤＸ化を推進しました。 

すでに導入している労務管理システムを活用し、パート職員の雇用契約書の電子発行

をすることで、ペーパーレス化を実現しました。勤怠管理システムについては、業者

選定を行い導入決定し、令和８年４月より職員の出退勤時刻の打刻をはじめ、労働時

間管理のシステム化を進めました。また、同時に給与システムの導入に向けて、業者

選定、要件整理などの準備を進めました。 
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（２）人材育成 

 

□ 全体実績（研修・公開研修等） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

実施回数 延べ  1,546回 延べ  2,123回 

受講者数 
延べ 37,316人 

（公開研修 11回 300人含む） 

延べ 39,271人 

（公開研修 12回 270人含む） 

 

□ 必須研修  

■階層別研修 

新採用職員のうち、新卒の職員に対しては、法人の理念、事業計画等について通常の

採用時研修の内容に加え、仲間意識の醸成や、社会人としてのマナーをはじめとした

９日間の研修を実施しました。管理職のうち、課長級職員では、自身の強みやモチベ

ーションを考え組織運営が円滑にできることを目的とした研修を、課長補佐職員には、

組織の課題に対する具体策を考え役員にプレゼンテーションする研修などを行いまし

た。 

項 目 
令和７年度 令和６年度 

回数 受講者数 回数 受講者数 

新採用職員研修 11回 108人 10回 114人 

接遇マナー研修 3回 79人 3回 69人 

フォローアップ 

研修 

新卒 1年目 3回 27人 － － 

新卒 2・3年目 1回 14人 － － 

採用後・2年目 7回 152人 － － 

新卒 1・2年目 － － 6回 138人 

3年目以上 － － 14回 323人 

3年目研修 4回 73人 － － 

中堅 4～5年目研修 2回 50人 － － 

管理職 

研修 

新任管理職研修 3回 30人 2回 27人 

令和７年度 
・モチベーション管理・ 

セルフマネジメント研修 

・役割と期待・協会の歴史 

2回 70人 － － 

令和６年度 
・目標管理研修 

・評価管理研修 

・評価者研修 

－ － 6回 124人 

補佐職 

研修 

昇任者研修 1回 7人 － － 

・提案型研修 

・役割と期待・協会の歴史 2回 67人 － － 

目標管理研修 － － 2回 67人 

合 計 39回 677人 43回 862人 
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■課題別研修 

カスタマーハラスメントの定義や判断基準を正しく理解し、適切な対応を行うため、 

「相手の行動がカスハラに該当するか否かの判断」に焦点を当て、実践的な対応力の

向上を目的として新たに「カスタマーハラスメント対応研修」を実施しました。 

項 目 
令和７年度 令和６年度 

回数 受講者数 回数 受講者数 

情報セキュリティ研修 4回 175人 4回 111人 

労務管理研修 2回 95人 2回 80人 

プリセプター研修 1回 5人 1回 11人 

プリセプターフォローアップ研修 1回 3人 1回 9人 

経理研修 2回 76人 － － 

接遇研修 2回 87人 － － 

記録の書き方研修 1回 11人 2回 74人 

カスタマーハラスメント対応研修 4回 45人 － － 

パワーハラスメント防止研修 － － 1回 25人 

課題別研修 

・ストレスマネジメント 

・金融リテラシー 
2回 32人 － － 

・整理力・ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ力 

・調整力・交渉力向上 

・メンタルタフネス 

・タイムマネジメント 

－ － 4回 69人 

ノーリフティングマネジメント研修 － － 4回 167人 

合 計 19回 529人 19回 546人 

 

■職種別研修 

新たに採用された職員には、全職種共通の内容のほか、職種ごとに必要な研修を実施

しました。訪問介護員として配属された新卒の職員に対しては毎月継続した学びの場

を設けました。 

項 目 
令和７年度 令和６年度 

回数 受講者数 回数 受講者数 

新採用職種別研修 19回 70人 25回 53人 

事務職員基礎研修(新卒・既卒) － － 14回 245人 

老人ホーム介護職員スキルアップ研修会 － － 3回 12人 

新卒訪問介護員スキルアップ研修会 11回 77人 11回 55人 

合 計 30回 147人 53回 365人 
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（３）資格取得支援 

□ 資格取得研修  

公開スクールとして行っている「介護職員初任者研修」は、仕事をしながらでも受講

できるよう平日以外に土曜日専門のコースを開催しました。また、研修修了後１年間

に限り、協会職員以外でも受講できる「フォローアップ研修」を新たに実施し、目標

を上回る 13人が採用できました。 

■初任者研修（開催数：各年度 2回） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

受講者数（合計） 32人 27人 

受講者数（内部） 7人 10人 

受講者数（外部） 25人 10人 

外部受講者のうち協会入職者数（就職率） 13人（52％） 17人（53％） 

 

■喀痰吸引等研修（開催数：各年度 2 回） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

e-ラーニング受講者数 15人 20人 

免除者数 9人 6人 

半固形のみ受講者数 5人 5人 

※令和６年度以降、新鶴見ホームの職員は演習をホームにて実施。 

 

■介護福祉士実務者研修（開催数：各年度 1 回） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

受講者数 23人 25人 

修了者数 23人 25人 

国家試験 受験者数 23人 25人 

国家試験 合格者（合格率） 20人（87％） 24人（96％） 

 

（４）職員個々のキャリアアップを支援する研修 

□ ケアマネ合格塾  

介護支援専門員の資格取得を支援するため、講座の開催、模擬試験を実施しました。 

■登録者数・国家試験受験結果 

区 分 令和７年度 令和６年度 

登録者数（職員） 19人 29人 

登録者数（パート職員） 3人 11人 

国家試験 受験者数 19人 － 

国家試験 合格者（合格率） 10人（52.6％） － 
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■講座・模擬試験 実施状況 

内 容 令和７年度 令和６年度 

試験対策講座 3回(延べ  51人) 4回(延べ 77人) 

介護支援分野特訓ゼミ 11回(延べ 129人) － 

模擬試験 4回(延べ  38人) 2回(延べ 21人) 

 
□ 公開研修 

■ノーリフティングケアセミナー（後援） 

教育・指導的役割を期待するリーダー級職員が受講しました。「基本技術」「指導者

養成」「姿勢援助」と段階的に学びました。 

区 分 令和７年度 令和６年度 

開催回数 9回 10回 

受講者数（内部） 120人 87人 

受講者数（外部） 74人 78人 

 

■おむつフィッター３級（後援） 

区 分 令和７年度 令和６年度 

開催回数 2回 2回 

受講者数（内部） 20人 20人 

受講者数（外部） 86人 85人 

 

□ 個別指導塾「福ふく介護教室」 

更衣、排泄、移乗介護についての学び直しを中心に開催しました。 

区 分 令和７年度 令和６年度 

開催回数 43回 20回 

受講者数 延べ 76人 延べ 38人 

※令和６年度は 10 月から開始。令和７年度は、初任者研修修了者に対するフォローアップ受講者を含みます。 
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（５）事業所ごとの職場研修 

運営基準等に定められた研修のほか、事業所ごとの課題に対応した研修を実施しました。 

区 分 令和７年度 令和６年度 

開催回数 延べ  1,424 回 延べ  1,986回 

受講者数 延べ 35,361人 延べ 36,812人 

 
＜運営基準等に定められた主な研修等＞ 

１.感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

２.業務継続計画に必要な研修及び訓練 

３.虐待防止のための研修 

４.身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（身体拘束等）の適正化のための研修 

５.個人情報保護に係る研修 

 
（６）働きやすい職場づくり 

□ 職員満足度調査 

令和６年度に続き、風通しが良く働きやすい職場環境をつくることを目的として職員

満足度調査を実施しました。全体として満足度は概ね良好で、平均値は前回より微増

しました。コンプライアンス（93.0%）や職場（79.9%）、協会風土（72.6％）、労働

環境（72.0%）、経営（71.6%）においては、比較的高い肯定的評価が得られています。

一方で、人材育成（61.5%）や処遇（56.9%）は前回同様、他の項目と比較して低い傾

向が見られました。 

「職員教育」や「研修への参加しやすさ」などのスキルアップや学べる環境、「事業

所内の人間関係」「休暇の取りやすさ」「ワークライフバランス」及び「職員の自主

性」など働きやすさに関する項目は前回より微増となりました。 

 

□ 横浜健康経営クラスＡＡＡ（トリプルエー）の取得 

令和８年度の「横浜健康経営クラスＡＡＡ（トリプルエー）」認証取得に向け、令和

７年度は腰痛予防対策に加え、健康診断結果を踏まえた健康課題の把握と有所見者の

減少に向けた取組を継続して実施しました。 

これらの取組が評価され、令和７年度中の申請により認証結果を受領し、令和８年度

より４年間の認証を取得しました。 
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９ ＤＸの推進及びＩＣＴシステムによる生産性の向上 

 

令和６年度に引き続き、ＩＣＴの更なる活用を進め、ＤＸを推進し、生産性の向上を図り

ました。 
また、令和７年度末に更新期限が到来したファイルサーバやグループウェア、ウイルス対

策サーバ等について、従前はデータセンターに物理サーバを設置して運用していましたが、

更新を機にクラウド化を進めました。これにより火災や震災等の災害によるデータの逸失リ

スクに備えるとともにサーバのメンテナンスやトラブル対応等の運用管理にかかる負担の軽

減が期待できます。令和６年度に導入した人事管理システムと連動するよう、新たに勤怠管

理システムを導入し、４月からの運用開始に備えました。更に、作業の自動化・省力化、ペ

ーパーレス化の推進、ＡＩやロボットなど最新のテクノロジーの活用を通じて、お客さまの

利便性と満足度向上への取組とともに業務の効率化を図り、職員の働き方改革を進めるとと

もに、ケアレスミスによる事故防止を図りました。 
 

□ ＤＸ推進とＩＣＴ整備への取組 

令和６年度に導入した人事システムの活用を進めるとともに、令和９年度の給与システ

ム導入に向けて、次の段階となる勤怠管理システムの選定及び導入を行いました。４月

からの労務課設置及び勤怠管理システムの順次運用開始に向けて調整を行いました。ま

た、関係部門と連携し、各種情報系システムのクラウド化を行いました。また、現在使

用中のソフト類のサポート終了に伴い、パソコンの最新ＯＳへの切り替え・ソフト類の

更新を行いました。ＡＩ議事録の導入に向けて調整も進め、協会のめざす中長期的な 

ＤＸ推進に向けたロードマップに沿って取り組みました。 

 

□ お客さまの利便性と満足度向上への取組 

ベッドセンサー等で得られるデータの分析などやデジタル技術を積極的に駆使した介護

サービスを提供し、お客さまの利便性や満足度の向上を図りました。 

老人ホームでのお客さまの安全性向上と職員の負担軽減を図るために浦舟ホームに先行

導入した居室見守りセンサーカメラを新橋ホームにも設置しました。また、新橋ホーム

の養護老人ホームには、離設防止のための屋外センサーカメラも設置しました。 

更に、浦舟ホームでの排泄予測機器の導入検討を始めました。 

 

□ 介護現場の事務負担軽減と業務の効率化への取組 

ケアプランデータ連携システムの導入により、居宅介護支援事業所等の事務負担軽減を

図りました。紙媒体やＦＡＸが減ることで、紙の管理コスト削減や情報漏洩リスクの低

下を図りました。生産性向上により生み出した時間や人手を活用し、介護サービスの質

の向上を図りました。 

 

□ 職員の情報セキュリティ意識向上への取組 

職員を対象に情報セキュリティに関する研修等を開催し、情報セキュリティ意識の向上

に努めました。巧妙化するメール添付型のコンピュータウイルスや詐欺メール等につい

て、随時、一斉メールなどを通じて適宜注意喚起を行いました。 
迷惑メール対策では、新たなメールフィルタリングシステムを導入し、添付ファイルの
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送信方法もより安全なものに変更しました。 
また、ネットワークシステム・パソコン等の運用に関する問い合わせ対応等のサポート

業務を行うとともに、サポートを通じ各職員のＩＴリテラシー及び情報セキュリティ意

識の向上を図りました。 

 

□ 災害時の対策とバックアップ 

ファイルサーバがクラウドサービスに移行するとともに、介護報酬請求システムのサー

バ等もクラウド上に移行したことで、データのバックアップ場所の分散を図りました。 
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１０ 広報 

 

□ ホームページの発信強化 

令和３年度にホームページのリニューアルを行って以降、着実に訪問者数を伸ばしてお

り、ホームページの訪問者数は、令和７年７月から 12 月までの１か月当たりの平均数は、

約 21,690 件で、令和６年度の同期間と比較して約 1,125 件増加しました。また、アクテ

ィブユーザー数（サイト内で問い合わせ等の一定の行動を起こした人の数）も 3.2％上昇

しました。 

 
□ 協会内広報紙「あい・あい」及び社外広報紙「ちゅーりっぷ通信」の発行 

広報紙については、職員向けの「スタッフ通信 あい・あい」と、お客さま及びご家族向

けの「ちゅーりっぷ通信」を定期的に発行し、各種取組や行事の紹介、介護に関わるサ

ービスの情報共有を行いました。これらの発信を通じて、協会の事業や活動への理解促

進と情報提供の充実に努めました。 

 

■職員向け広報紙「スタッフ通信 あい･あい」の発行（毎月） 

令和７年度は、女性活躍や子育て支援の取組、各種表彰、健康施策、育休インタビュ

ー、研修報告など、様々な話題を紹介しました。また、健康経営の取組を継続して紹

介し、職員一人ひとりが健康づくりに参加しやすい雰囲気づくりを進めてきました。

年間を通して、協会の取組や職員の活躍を紹介し、組織全体の情報共有に役立つ内容

を発信しました。 

 令和７年度 令和６年度 

発行部数 1,300 部／月 1,600 部／月 

 
■お客さま及びご家族向け広報紙「ちゅーりっぷ通信」の発行（年２回） 

介護に関する情報や協会が提供する様々なサービスについてわかりやすくお客さまや

そのご家族等に紹介しました。 

 令和７年度 令和６年度 

配付数 23,382 世帯 23,610 世帯 
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１１ お客さまからのご相談・ご要望等への対応 

 

苦情解決制度において協会が実施する全てのサービスに係る苦情を積極的に受け止め、

解決に向けて取り組みました。いただいた苦情・ご意見・ご相談・ご要望等を毎月集計

し、原因等を各事業所とともに共有し、研修などに生かし、協会全体のサービスの質向

上に努めました。 

 

□ 苦情の動向 

令和７年度「各事業所」及び「お客様相談室」で対応した苦情件数は、179 件（令和６年

度 255 件 前年度比約 30％減少）でした。全体件数は大幅に減少し、総合的には改善傾

向が見られました。一方で、「職員の接遇」「説明・情報提供」「サービス不十分」と

いった「対人対応・コミュニケーション」の苦情は増加しています。これに対し、「専

門的スキル」「運転」「法人・事業所への不満」などは大幅に減少しており、技術面・

組織面の取組が成果を上げていることが確認できました。 

 

■お客様相談室の受け付け状況 

内 容 令和７年度 令和６年度 

苦情 24件（ 7件） 37件（ 4件） 

ご意見・ご要望  13件（ 4件） 18件（ 0件） 

問い合わせ 110 件（45件） 101 件（33件） 

相談 37件（13件） 37件（ 9件） 

その他 31件（14件） 13件（ 5件） 

合 計 215 件（83件） 206 件（51件） 

※（ ）内は「お問い合わせフォーム」での受付件数 

 

■事業所で受け付けた苦情 

苦情等の分類 令和７年度 令和６年度 

職員の接遇 24件 13件 

専門的スキル 34件 66件 

サービス不十分 44件 42件 

説明・情報提供 15件 12件 

運転 16件 26件 

被害・損害 2件 2件 

権利侵害 0件 0件 

利用料・負担金額 1件 2件 

法人・事業所の不満 2件 19件 

その他 17件 36件 

合 計 155 件 218 件 
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□ 苦情集計を踏まえた接遇向上に向けた取組 

事業所での苦情集計において「職員の接遇」に関する件数が増加したことを受け、令和

７年度より接遇力向上を目的とした研修を新たに実施しました。研修は、民間講師によ

る集合研修と所属研修を組み合わせた形式で、基本マナーの習得やロールプレイを通じ

て、より実践的な接遇力の向上を図りました。 

 

□ 悩みの相談 

介護者の悩みや相談については「ほっとライン」で、職員の悩みや不安などの相談は

「ふれあい 110番」で対応しました。 

■介護者の悩みや相談「ほっとライン」 

 令和７年度 令和６年度 

相談件数 3件 2件 

■職員の悩みや不安などの相談「ふれあい 110番」 
 令和７年度 令和６年度 

相談件数 30件 38件 

 

□ お客さまアンケートの実施 

介護事務所等のサービス（居宅介護支援、訪問看護、訪問介護、巡回型ヘルパー、福祉

用具）についてお客さまアンケート 1を実施しました。ほぼ全ての質問で９割を超えるお

客さまから「満足」という回答をいただきました。 

 

□ 第三者委員の活動 

■「第三者委員連絡会」の開催 

令和７年度の苦情・ご意見・ご要望等について報告し、ご意見をいただきました。 

■第三者委員の事業所訪問 

地域ケアプラザ及び介護事務所に第三者委員が訪問し、事務室や駐車スペースの狭さ、

案内表示の見えづらさ等について指摘を受けました。これらの課題については、引き

続き区や市へ改善要望を行ってまいります。また、職員の対応や施設環境に関する感

想や助言もいただき、事業所へ共有し励みとするとともに更なる改善に努めます。 

訪問先 令和７年度 令和６年度 

介護事務所 3か所 3か所 

地域ケアプラザ 6か所 3か所 

特別養護老人ホーム － 1か所 

 

  

 
1 お客さまアンケートは、お客さまが利用しているケアマネジメントや介護サービスの質 について、説明の分かりやすさ、職員の態度、相談対応、

計画書への意向反映、サービスの実施状況、個人情報保護への配慮、事業所紹介やサービス説明の適切さ、福祉用具の納品対応や満足度、更に医師

や関係機関・ヘルパー間の連携など、サービス提供全体の適切さ・満足度を総合的に確認するためのアンケートです。 
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１２ 災害及び感染症対策等 

 

□ ＢＣＰ（業務継続計画）の見直しとＢＣＭ（業務継続管理）の導入 

ＢＣＭに基づき、現行ＢＣＰの機能強化に向けて外部専門業者と見直しを検討し、事業

所へのヒアリングを踏まえた新たなＢＣＰ策定に向けた整理を行うとともに、自然災害

を踏まえ、建物損壊・浸水・避難経路・感染拡大・ライフライン途絶等の課題整理及び

優先業務や復旧目標の見直しを行いました。 

 

□ 感染症対策用品の確保 

平時より消毒・防護用品について適切な在庫管理を徹底し、使用状況や消費量を踏まえ

た計画的な補充を行うことで、必要数量を安定的に確保しました。これにより、感染症

発生時においても迅速かつ確実な対応が可能となる体制を維持しました。 
 

□ 安否確認システムの訓練 

安否確認システムについて複数回の訓練を実施し、操作手順の確認と習熟を図るととも

に、緊急時における確実な連絡体制の確保に努めました。また、実際の災害発生時を想

定した運用確認を行い、職員の対応力及び初動対応の精度向上を図りました。 

 
□ 日本福祉大学との災害支援協定に基づく連携 

災害支援協定に基づく連携体制を継続的に維持し、平時からの関係強化に努めました。

また、研修への参加や日本福祉大学主催のサミット等への出席を通じて、災害時支援に

関する知識の習得及び情報共有を行い、関係機関との連携強化を図りました。これによ

り、災害発生時における支援体制の実効性向上に努めました。 
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１３ 社会貢献事業 

 

□ 地域貢献活動 

■地域のイベントやお祭りでの活動 

福祉用具センターでは、地域の健康づくり支援や福祉教育、専門職支援を目的として、

年間 57 件の地域活動に参加しました。地域住民や児童生徒、専門職に対し、健康測定や

相談支援、体験学習を実施するとともに、大規模イベントでの健康支援や学校連携によ

る福祉教育を継続しました。また、専門職向け研修を通じ、地域全体の福祉・介護に関

する理解向上と支援体制の充実に取り組みました。 

 

■地域介護事務所の地域連携・啓発活動 

地域介護事務所では、地域連携の強化と人材育成を目的に、地域住民や若年層に対する

介護啓発活動を実施しました。職員(看護師・リハビリ専門職員・サービス提供責任者・

訪問介護員)が地域へ出向き、介護技術指導や職業講話、健康づくりに関する講座等を通

じて、介護への理解促進と在宅生活支援に取り組みました。また、地域住民の健康維持

や介護予防につながる活動を継続的に展開しました。 

 

□ 福祉用具センターショールーム・研修スペースの活用 

ショールームでは、福祉用具に関する理解促進と人材育成を目的に、学校・行政・地域団

体の見学や研修を受け入れました。中学生へのキャリア教育や看護学生への基礎研修を実

施したほか、行政や関係事業所への情報提供、研修支援を行いました。また、ショールー

ム貸し出しや福祉機器開発関係者の来館対応を通じ、地域福祉の向上に向けた情報発信と

連携の場として活用しました。 
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１４ その他 

 

□ 協会運営に関する会議を開催しました。 

（１）理事会等 

 開催日 書面評決 

理事会 3回 6/12、12/3、3/26 2回 6/27、2/21 

評議員会 2回 6/27、3/25  

評議員選任・解任委員会 1回 6/19  

監事監査 1回 6/4  

 

（２）経営に関する会議 

 開催日 

経営会議 6回 5/29、8/28、11/27、1/17、3/5、3/12 

企画会議 14回 
5/29、7/24、8/28、9/11、9/25、10/23、11/13、 

11/27、12/11、12/25、1/17、1/22、2/26、3/12 

 

（３）その他 

 
開催日 

コンプライアンス委員会 1回 8/6 

コンプライアンス小委員会 2回 9/10、10/9 

 
 
 


